
貸 借 対 照 表
平 成 １ ５ 年 ２ 月 ２ ８ 日 現 在

当 期（Ａ） 前 期（Ｂ）
科 目 増 減 金 額

金 額 構成比 金 額 構成比 （Ａ－Ｂ）

（ 資 産 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金 ５，４３４ ３，３９７ ２，０３７

売 掛 金 ２６６ ２２７ ３９
有 価 証 券 ４ ５ △ １

商 品 ３，０２３ ３，１１０ △ ８７
貯 蔵 品 ３０ ３６ △ ６

前 払 費 用 ３０８ ３５１ △ ４３

未 収 入 金 ３９４ ３９４ △ ０
一年以内に償還される

差 入 保 証 金 １，１３０ ８０３ ３２７
そ の 他 ９３ １４ ７９

流 動 資 産 合 計 １０，６８５ 30.5 ８，３４１ 17.3 ２，３４４

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 ８，４３１ １３，０６０ △ ４，６２９

構 築 物 ４８０ ６２５ △ １４５
機械装置及び運搬具 ２２ ２５ △ ３

器 具 備 品 ５６７ ６１９ △ ５２
土 地 ３，１４９ ４，１８６ △ １，０３７

建 設 仮 勘 定 ６ ６

有形固定資産合計 １２，６５８ 36.1 １８，５１７ 38.5 △ ５，８５９

無 形 固 定 資 産
借 地 権 ４，４４４ △ ４，４４４

ソ フ ト ウ エ ア ４４ ５４ △ １０

電 話 加 入 権 ５１ ５１

無形固定資産合計 ９６ 0.3 ４，５５１ 9.5 △ ４，４５５

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券 ４３２ ６４０ △ ２０８

関 係 会 社 株 式 １１２ １，７９０ △ １，６７８
関係会社長期貸付金 ９０ ９８３ △ ８９３

差 入 保 証 金 ７，１８５ ９，０４２ △ １，８５７
差 入 敷 金 ３，６７８ ４，００９ △ ３３１

そ の 他 １９９ ３００ △ １０１

貸 倒 引 当 金 △ ７１ △ ６３ △ ８

投資その他の資産合計 １１，６２６ 33.1 １６，７０３ 34.7 △ ５，０７７

固 定 資 産 合 計 ２４，３８０ 69.5 ３９，７７１ 82.7 △１５，３９１

資 産 合 計 ３５，０６５ 100.0 ４８，１１３ 100.0 △１３，０４８



当 期（Ａ） 前 期（Ｂ）

科 目 増 減 金 額
金 額 構成比 金 額 構成比 （Ａ－Ｂ）

（ 負 債 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

流 動 負 債
買 掛 金 ３，０４５ ３，０５０ △ ５

短 期 借 入 金 ８，５５０ ７，５５０ １，０００

一 年 以 内 に 返 済 す る
長 期 借 入 金 ７，３９７ ２，３１２ ５，０８５

未 払 金 ４３２ １５３ ２７９
未 払 法 人 住 民 税 ９４ ８９ ５

未 払 事 業 所 税 ４５ ４５ ０
未 払 消 費 税 ２１５ １５７ ５８

未 払 費 用 ５８３ ６０２ △ １９
預 り 金 ２８４ ２９３ △ ９

前 受 収 益 ２３ ２４ △ １
賞 与 引 当 金 １２０ １１０ １０

店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 ５７９ ５７９

そ の 他 ２２ ３ １９

流 動 負 債 合 計 ２１，３９３ 61.0 １４，３９２ 29.9 ７，００１

固 定 負 債
長 期 借 入 金 ２，０５０ １０，３２６ △ ８，２７６

長 期 未 払 金 ２１ △ ２１
長 期 預 り 保 証 金 １１９ １３１ △ １２

長 期 預 り 敷 金 ８５ ８４ １
退 職 給 付 引 当 金 ３，８９９ ３，６５０ ２４９

固 定 負 債 合 計 ６，１５３ 17.6 １４，２１３ 29.6 △ ８，０６０

負 債 合 計 ２７，５４７ 78.6 ２８，６０５ 59.5 △ １，０５８



当 期（Ａ） 前 期（Ｂ）

科 目 増 減 金 額
金 額 構成比 金 額 構成比 （Ａ－Ｂ）

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 １２，１４５ 25.2 △１２，１４５

資 本 準 備 金 １６，８１２ 34.9 △１６，８１２

利 益 準 備 金 ９３６ 1.9 △ ９３６

再 評 価 差 額 金 △７，２３３ △15.0 ７，２３３

その他の剰余金（△欠損金）

任 意 積 立 金 １，１１０ △ １，１１０
当 期 未 処 理 損 失 ４，２５９ △ ４，２５９

（ う ち 当 期 純 損 失 ） （ ） （ ４，７５９） （△ ４，７５９）

その他の剰余金合計 △３，１４９ △ 6.5 ３，１４９

（△欠損金合計）
自 己 株 式 △ ２ △ 0.0 ２

資 本 合 計 １９，５０７ 40.5 △１９，５０７

負 債 及 び 資 本 合 計 ４８，１１３ 100.0 △４８，１１３

資 本 金 １２，１４５ 34.6 １２，１４５

資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金 ３，０３６ ３，０３６

そ の 他 の 資 本 剰 余 金 １１，５６２ １１，５６２
資本準備金減少差益 １１，５６２ １１，５６２

資 本 剰 余 金 合 計 １４，５９８ 41.6 １４，５９８

利 益 剰 余 金
当 期 未 処 理 損 失 △１５，７５６ △１５，７５６

利 益 剰 余 金 合 計 △１５，７５６ △44.9 △１５，７５６

土 地 再 評 価 差 額 金 △ ３，４５１ △ 9.9 △ ３，４５１

その他有価証券評価差額金 △ ５ △ 0.0 △ ５

自 己 株 式 △ １２ △ 0.0 △ １２

資 本 合 計 ７，５１８ 21.4 ７，５１８

負 債 及 び 資 本 合 計 ３５，０６５ 100.0 ３５，０６５



損 益 計 算 書
自平成14年３月１日 至平成15年２月28日

当 期（Ａ） 前 期（Ｂ） 対 前

科 目 増 減 金 額

金 額 百分比 金 額 百分比 （Ａ－Ｂ） 期 比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

売 上 高 ８５，４８２ 100.0 ８７，７４９ 100.0 △ ２，２６７ △ 2.6

売 上 原 価 ６４，９４６ 76.0 ６７，０６８ 76.4 △ ２，１２２ △ 3.2

売 上 総 利 益 ２０，５３６ 24.0 ２０，６８１ 23.6 △ １４５ △ 0.7

管 理 収 入 等 １，１４８ 1.4 ８３１ 0.9 ３１７ 38.0

営 業 総 利 益 ２１，６８４ 25.4 ２１，５１３ 24.5 １７１ 0.8

販売費及び一般管理費 ２１，００７ 24.6 ２１，３３６ 24.3 △ ３２９ △ 1.5

営 業 利 益 ６７７ 0.8 １７６ 0.2 ５０１ 283.1

営 業 外 収 益 ２４４ 0.3 ３２９ 0.4 △ ８５ △ 25.8

営 業 外 費 用 ５１０ 0.6 ４６２ 0.5 ４８ 10.3

経 常 利 益 ４１１ 0.5 ４４ 0.1 ３６７ 835.4

特 別 利 益 ６５ 0.1 △ ６５

特 別 損 失 １０，７００ 12.5 ４，７７９ 5.5 ５，９２１ 123.9

税 引 前 当 期 純 損 失 １０，２８８ 12.0 ４，６６９ 5.3 ５，６１９

法 人 住 民 税 ９４ 0.1 ８９ 0.1 ５ 6.0

当 期 純 損 失 １０，３８３ 12.1 ４，７５９ 5.4 ５，６２４

前 期 繰 越 利 益 ４９９ △ ４９９

合併引継未処理損失 ４７ ４７

土地再評価差額金取崩額 △ ５，３２６ △ ５，３２６

当 期 未 処 理 損 失 １５，７５６ ４，２５９ １１，４９７



損 失 処 理 案

科 目 当 期（Ａ） 前 期（Ｂ） 増 減 金 額

（Ａ－Ｂ）

当期未処理損失の処理 百万円 百万円 百万円

当 期 未 処 理 損 失 １５，７５６ ４，２５９ １１，４９７

別 途 積 立 金 取 崩 額 １，１１０ △ １，１１０

利 益 準 備 金 取 崩 額 ９３６ △ ９３６

資 本 準 備 金 取 崩 額 ２，２１３ △ ２，２１３

その他資本剰余金取崩高 １１，５６２ １１，５６２

合 計 ４，１９４ ４，１９４

次 期 繰 越 損 失 ４，１９４ ４，１９４

その他資本剰余金の処分

そ の 他 資 本 剰 余 金 １１，５６２ １１，５６２

その他資本剰余金処分額

欠 損 填 補 額 １１，５６２ １１，５６２

その他資本剰余金次期繰越高



重要な会計方針

１．資産の評価基準及び評価方法
たな卸資産 商 品 主に売価還元法による原価法

貯 蔵 品 最終仕入原価法による原価法
有 価 証 券 満期保有目的債券 償却原価法（定額法）

子 会 社 株 式 移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの 移動平均法に基づく原価法
デリバティブ 時 価 法

２．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産 定額法

取得価格が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却しており
ます。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。
建物 ８～39年 構築物 ８～20年 機械装置及び運搬具 ５～14年
器具備品 ３～15年

無形固定資産 定額法
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法によっております。

３．引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 売掛金等債権の貸倒れによる損失に備え、回収不能見込額を計上しております。

一般債権については、貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産更生債権に
ついては、財務内容評価法によっております。

賞 与 引 当 金 従業員賞与の支給に備え、支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

店舗閉鎖損失引当金 店舗の閉鎖に伴い、発生が見込まれる損失について合理的に見積もられる金額
を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備え、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき当期末において発生していると認められる額を計上しております。
会計基準変更時差異(3,385百万円）については、前期において特別損失として
一括処理しております。
数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（10年）による按分額を（定額法）それぞれ発生の翌期よ
り費用処理することとしております。

４．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．ヘッジ会計の方法
当社は、将来の支払利息に係る金利変動リスクをヘッジすることを目的に金利スワップ取引を行っ
ております。ヘッジ会計の適用対象となる金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たす
ものにつき、特例処理を採用しております。

６．消費税及び地方消費税の会計処理
税抜方式によっております。

追 加 情 報

１．金融商品会計
当会計期間よりその他有価証券のうち、時価のあるものについて、金融商品会計に係る会計基準
（「金融商品会計に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成11年１月22日))
を適用しております。この結果、その他有価証券評価差額金△５百万円を資本の部に計上しており
ます。



２．自己株式及び法定準備金取崩等の会計基準
当会計期間より「自己株式及び法定準備金取崩等の会計基準」（企業会計基準第１号）を適用して
おります。これによる当会計期間の損益に与える影響はありません。
なお、当会計期間における資本の部は、「財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部
を改正する内閣府令（平成14年3 月26日内閣府令第9 号) 」附則第２項ただし書きに基づき、資本金、
資本剰余金及びその他の科目を掲記しております。

注 記 事 項

（貸借対照表関係）
（当 期 末） （前 期 末）

１．有形固定資産の減価償却累計額 16,886百万円 18,238百万円

２．担保に供している資産
一年以内に償還される差入保証金 1,109百万円 785百万円
投 資 有 価 証 券 10百万円 10百万円
差 入 保 証 金 6,698百万円 8,971百万円

３．「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成14年３月２８日改正）第67条による資本
欠損の額は、4,206百万円であります。

４．平成14年５月23日開催の定時株主総会において、下記の欠損填補を行なっております。
資 本 準 備 金 2,213百万円
利 益 準 備 金 936百万円

５．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部を
改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差額につ
いては「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。
再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第 119号）第２
項第４項に定める路線価及び路線価のない土地は第２条３号に定める固定資産税評価額に基づい
て、奥行価格補正等の合理的な調整を行って算出しております。
再評価を行った年月日 平成14年２月28日

また、平成14年４月５日に吸収合併した株式会社東武警備サ－ビスにおいては、下記により合併前期日に
おいて、事業用土地の再評価を行っております。
再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第 119号）第２
条第５項に定める不動産鑑定評価に基づいて算出しております。
再評価を行った年月日 平成13年12月31日

時価の合計額と再評価後の帳簿価額の合計額との差額 △ 242百万円

（損益計算書関係） （当 期） （前 期）
１．減価償却実施額
有 形 固 定 資 産 1,289百万円 1,258百万円
無 形 固 定 資 産 21百万円 20百万円
計 1,310百万円 1,279百万円

２．営業外収益の主な内訳
受 取 利 息 42百万円 100百万円
受 取 手 数 料 93百万円 92百万円
受 取 地 代 家 賃 30百万円 26百万円

３．営業外費用の主な内訳
支 払 利 息 376百万円 397百万円
支 払 家 賃 71百万円 百万円

４．特別利益の主な内訳
投資有価証券売却益 百万円 37百万円
店舗解約補填金 百万円 28百万円

５．特別損失の主な内訳
固定資産売却損 8,105百万円 百万円
固定資産除却損 998百万円 162百万円
店 舗 閉 鎖 損 失 730百万円 百万円
店舗閉鎖損失引当金繰入額 579百万円 百万円
投資有価証券評価損 200百万円 1,180百万円
退職給付会計基準変更時差異 百万円 3,385百万円



（リース取引関係）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

当 期 末 前 期 末

取得価額 減価償却累 期末残高 取得価額 減価償却累 期末残高

相 当 額 計額相当額 相 当 額 相 当 額 計額相当額 相 当 額

有形固定資産 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

器 具 備 品 1,687 1,128 559 2,056 1,172 883

無形固定資産

ソフトウエア 454 367 86 707 540 166

合 計 2,141 1,495 646 2,763 1,712 1,050

※取得価額相当額は、未経過リース料期末残高相当額が有形固定資産の期末残高等に占める割合
が低い為、支払利子込み法により算定しております。

（２）未経過リース料期末残高相当額

（当 期 末） （前 期 末）
一 年 以 内 374百万円 426百万円

一 年 超 271 623

合 計 646 1,050

（３）支払リース料及び減価償却費相当額

（当 期 末） （前 期 末）

支 払 リ ー ス 料 432百万円 460百万円

減価償却費相当額 432 460

（４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２．オペレーティング・リース取引
未経過リース料

（当 期 末） （前 期 末）

一 年 以 内 1百万円 1百万円

一 年 超 1 1
合 計 3 2



（有価証券関係）

（当会計期間）（平成15年２月28日現在）

当会計期間に係る「有価証券」及び前会計期間に係る「有価証券の時価」については、

連結財務諸表における注記事項として記載します。

なお、子会社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

貸倒引当金繰入限度超過額 29百万円

賞与引当金繰入限度超過額 35百万円

店舗閉鎖損失引当金繰入額 242百万円

退職給付引当金繰入限度超過額 1,629百万円

投資有価証券評価損否認額 1,174百万円

土 地 再 評 価 差 額 金 1,442百万円

未 払 事 業 所 税 否 認 額 18百万円

繰 越 欠 損 金 5,250百万円

そ の 他 67百万円

繰 延 税 金 資 産 小 計 9,891百万円

評 価 性 引 当 額 △ 9,891百万円

繰 延 税 金 資 産 合 計 百万円

（重要な後発事象）

１．厚生年金の代行部分の返上について

当社が加入しております東武流通厚生年金基金は、確定給付企業年金法の施行に伴い、

厚生年金基金の代行部分について、平成１５年３月１４日付で厚生労働大臣から将来分

支給義務免除の認可を受けました。

これに伴い、当社は、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会

計士協会会計制度委員会報告第１３号）第４７－２項に定める経過措置を適用し、当該

認可の日において代行部分に係る退職給付債務の消滅を認識致しました。

これにより、翌会計年度の損益に与える影響額は、約２２億円の見込みであります。

２．係争事件の発生について

平成15年４月４日、エスアイエス株式会社（三重県四日市市）より当社に対し、当社

からの業務委託に基づき同社が開発し、当社が使用しておりましたソフトウェアを当社

が買い取るとの売買契約が成立している旨の主張に基づき、売買代金を請求する訴訟

（請求金額５億円）が提起されました。

当社におきましては、同社より、当該ソフトウェア売買契約の申込は受けましたが、

この受諾は行なっていないものと認識しております。

今後、弁護士等を交え、原告側の主張の分析、事実関係の把握等に務め、積極的に

訴訟を遂行していく所存であります。



営 業 収 益 明 細 表

当 期（Ａ） 前 期（Ｂ）

項 目 増 減 金 額 対前期比

金 額 構成比 金 額 構成比 （Ａ－Ｂ）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

加 工 食 品 28,789 33.2 28,574 32.3 215 0.8

売 生 鮮 食 品 28,976 33.5 28,602 32.3 374 1.3

衣 料 品 6,934 8.0 7,463 8.4 △ 529 △ 7.1

上 生 活 用 品 5,096 5.9 5,583 6.3 △ 487 △ 8.7

商 事 849 1.0 1,020 1.2 △ 171 △ 16.8

高 専 門 店 14,836 17.1 16,505 18.6 △ 1,669 △ 10.1

合 計 85,482 98.7 87,749 99.1 △ 2,267 △ 2.6

管 理 収 入 等 1,148 1.3 831 0.9 317 38.0

営 業 収 益 計 86,630 100.0 88,581 100.0 △ 1,951 △ 2.2



役 員 の 異 動
（平成１５年５月２２日付）

１．代表者の異動

代 表 取 締 役
玉 置 富 貴 雄（現 当社顧問営業統括）

取 締 役 副 社 長

２．その他役員の異動

新任取締役候補

代 表 取 締 役
玉 置 富 貴 雄（現 当社顧問営業統括）

取 締 役 副 社 長

常 務 取 締 役 野 口 公 一（現 当社顧問販売本部長）

取 締 役 宮 内 正 敬（現 当社顧問業務本部副本部長）

新任監査役候補

監 査 役 丸 内 武（現 当社業務本部付部長）

（常 勤）

退任予定取締役

取 締 役 根 津 公 一

（社外取締役）

退任予定監査役

社 外 監 査 役 広 瀬 正 明

（非常勤）

以 上


